
様式第１－２号（共同企業体） 

 

公益財団法人埼玉県下水道公社下水道施設維持操作業務委託一般競争入札公告 

 

業務委託契約について、下記のとおり一般競争入札を行うので、公益財団法人埼玉県下水道公社下水

道施設維持操作業務委託一般競争入札執行要領（以下「要領」という。）第３条の規定に基づき公告する。 

 

平成３０年１月２９日 

 

公益財団法人埼玉県下水道公社 

理事長  大久保 伸一 

 

                    記 

１ 概要等 

（１）入札対象 

ア 件 名 

     下水道施設（水処理・汚泥処理・中継ポンプ場）維持操作業務委託 

イ 場 所 

   元荒川水循環センター（桶川市大字小針領家地内）他２箇所 

ウ 期 間 

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

エ 概 要 

    荒川左岸北部流域下水道施設の運転業務及び整備、点検、保守及び補修等の業務 

    【施設概要】 

 元荒川水循環センター 

供用開始    昭和５６年４月 

     処理方法    嫌気好気活性汚泥法、凝集剤添加嫌気－無酸素－好気法 

処理能力    ２２３，７５０ｍ3（日最大） 

流入水量    １４６，４１７ｍ3（日平均） 

      水処理     ３.５系列 

   汚泥脱水機   ５台 

      焼却炉     ３基 

      消化槽     ３基（平成３０年９月～） 

中継ポンプ場  ２箇所 

 （２）入札手続きの方法 

   要領の規定による。 

（３）最低制限価格 

    有（最低制限価格未満の入札をした者は、この入札における以降の入札に参加できません。） 

 

２ 一般競争参加資格確認申請書等の提出 

入札参加を希望する者は、要領第１０条の規定により一般競争参加資格確認申請書に一般競争参加

資格等確認資料及び共同企業体協定書を添付し提出すること。 

（１）提出期間 

   平成３０年２月８日（木）午前１０時００分から 

平成３０年２月９日（金）午後 ４時００分まで（必着） 

（２）提出場所 

さいたま市桜区田島７－２－２３ 

公益財団法人埼玉県下水道公社 本社 

電話番号０４８－８３８－８５８５    

 



３ 入札執行の日時等 

  入札執行の日時等は次のとおりとする。ただし、変更する場合がある。この場合は、公社ホームペ

ージ・掲示等で案内する。 

（１）入札日時 

    平成３０年３月２日（金）午前１０時００分 

（２）入札場所 

   桶川市大字小針領家９３９ 

公益財団法人埼玉県下水道公社 荒川左岸北部支社  

    電話番号０４８－７２８－２０１１ 

 

４ 入札に参加する者に必要な要件 

  この入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を満たしている者とする。 

（１）参加者の形態等 

   ３者以内による共同企業体（以下「企業体」という。）とし、次のアからウまでの全てに該当す

ること。また、企業体の構成員は、本件入札に係わる他の企業体の構成員となることはできない。 

ア 企業体の運営形態は、各構成員が対等な立場で一体となって業務を遂行する共同管理方式と

する。 

イ 企業体は代表構成員を選定するものとし、代表構成員の出資比率は、構成員のうち最大とす

る。 

ウ 企業体の構成員の最小出資比率は、企業体の構成員が２者の場合は２０％以上、３者の場合

は１０％以上とする。 

（２）企業体に必要な資格 

    入札に参加する企業体に必要な資格は、次のとおりとする。 

ア 企業体の構成員は、埼玉県競争入札参加資格者名簿（土木施設維持管理）（平成２９・３０年

度）に登載されている者とする。 

イ 企業体の構成員は、下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第 1348 

号）第２条の規定に基づき、下水道処理施設維持管理業者登録簿に登録されている者で、本社

を国土交通省関東地方整備局管内に有する者とする。 

ウ 企業体の代表構成員は、直前の５年間において１日最大処理能力が 50,000ｍ3 以上の標準活

性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設及び汚泥処理施設の運転管理業務を地方公共

団体又は地方公共団体が出資している団体から直接受託し、２年以上実施した実績を有するこ

と。（企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上のものに限る。） 

エ 企業体の代表構成員以外の構成員は、直前の５年間において１日最大処理能力が 10,000ｍ3

以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施設又は汚泥処理施設の運転管理業

務を地方公共団体又は地方公共団体が出資している団体から直接受託し、２年以上実施した実

績を有すること。（企業体の構成員としての実績は、出資比率１０％以上のものに限る。） 

オ 次に掲げる（ア）の要件のほか（イ）又は（ウ）の要件を満たす総括責任者１名並びに（ア）

及び（エ）又は（オ）の要件を満たす業務責任者を３名以上当該業務に専任で配置できること。

なお、企業体の各構成員は、それぞれが常時雇用する職員から１名以上を業務責任者として選

任すること。 

（ア）下水道法施行令（昭和３４年政令第 147 号）第１５条の３に定める資格を有すること。 

（イ）１日最大処理能力が 50,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理施

設及び汚泥処理施設の運転管理業務に関し、いずれかの施設の業務責任者として、直前の５

年間において３年以上の実務経験を有すること。 

（ウ）下水処理場の運転管理業務において総括責任者として、２年以上の実務経験を有すること。

（エ）１日最大処理能力が 10,000ｍ3以上の標準活性汚泥法を用いた下水処理場における水処理 

施設又は汚泥処理施設の運転管理業務に関し、専門職として直前の５年間において３年以上

の実務経験を有すること。 

（オ）１日最大揚水能力が 100,000ｍ3以上の中継ポンプ場施設の運転管理業務に関し専門職とし

て直前の５年間において３年以上の実務経験を有すること。 



（３）企業体構成員の制限 

次に該当する者は、企業体の構成員となることはできない。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第 167 条の４第１項の規定に該当する者。 

イ 埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号）第９１条の規定により埼玉県の一般競争

入札に参加させないこととされた者。 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第 154 号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている

者。ただし、手続開始決定を受けている者を除く。 

エ 民事再生法（平成１１年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている

者。ただし、手続き開始の決定を受けている者を除く。 

オ 公告日から落札決定までの期間に、公社の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入

札参加停止措置を受けている者。 

カ 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく

入札参加停止措置を受けている者。 

キ 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱に基づく入札参

加除外措置を受けている者。 

 
５ 入札参加資格の有無の確認 

 （１）入札参加資格の確認通知 

要領に基づき入札執行前に確認し、平成３０年２月１９日（月）に通知する。 

 （２）入札参加資格の有無の再確認 

    参加資格がない旨の通知を受けた者は、平成３０年２月２３日（金）までに、書面により再確

認を求めることができる。再確認の結果は、平成３０年２月２８日（水）までに回答する。 

 

６ 設計図書等 

 設計図面及び仕様書等その他入札金額の見積に必要な図書（以下「設計図書等」という。）の閲覧及

び貸与は、次のとおりとする。なお、仕様書については、公社ホームページからダウンロードするこ

とができる。 

（１）閲覧及び貸与期間 

   平成３０年１月２９日（月）午前１０時００分から 

平成３０年２月 ９日（金）午後 ４時００分まで 

（２）閲覧及び貸与場所 

公益財団法人埼玉県下水道公社 荒川左岸北部支社 担当 運転管理担当 青木 

 

７ 設計図書等に関する質疑 

設計図書等に関する質疑がある場合は、次のとおり質疑書を提出すること。 

（１）受付期間 

平成３０年１月２９日（月）午前１０時００分から 

平成３０年２月 ９日（金）午後 ４時００分まで 

（２）受付場所 

公益財団法人埼玉県下水道公社 本社 担当 総務課 鵜澤、技術課 岩﨑 

（３）質疑に対する回答 

質疑書を提出した者に回答するほか、公社ホームページで公表する。 

 

８ 現場説明会 

  開催しない。ただし、希望がある場合は現場見学会を実施する。 

 

９ 入札に関する注意事項 

（１）入札書に記載する金額 

金額は消費税及び地方消費税を含まないものとする。（契約締結時に消費税及び地方消費税を

加算する。） 



（２）入札金額見積内訳書 

   要領第１７条の規定による。 

（３）入札回数 

ア 再度入札は３回まで行うことができる。 

   イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

（４）入札の辞退 

    要領第２０条の規定による。 

（５）その他 

ア 一度提出した入札書を書換え、引換え又は撤回することはできない。 

   イ 落札となるべき同額の入札をした者が２人以上あった場合は、くじにより決定する。 

   ウ 入札に参加する者の数が１人の場合であっても執行する。 

   エ 入札を公正にできないと認められるときは、入札を執行しないことがある。 

（６）入札の無効 

    次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

   ア 入札者の押印のない入札書による入札 

   イ 記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のない入札書による入札 

   ウ 金額の訂正のある入札書による入札 

   エ その他要領第２４条に該当する入札 

 

10 入札保証金 

（１）入札に参加しようとする者は、入札金額の１００分の５以上に相当する金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り上げるものとする。）の入札保証金を納付しなければならない。 

ただし、次に掲げる場合には、その全部又は一部の納付を免除する。 

ア 入札参加希望者が保険会社との間に当公社を被保険者とする入札保証保険契約を締結したと

き。 

イ 国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体（出資法人を含む。）と要領第５条第３号に定

める契約を当該年度の前々年度の４月１日以降に２回以上誠実に履行したものについて、その

者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

（２）入札保証金の納付方法は、次のとおりとする。 

ア 入札参加希望者は、入札保証金を、入札日の前日までに下記口座に振り込むものとする。 

 

   入札保証金振込口座 

    銀 行 名  埼玉りそな銀行県庁支店 

口座名義  公益財団法人埼玉県下水道公社 

    種  類  普通預金 

口座番号  ４６３０８３６ 

 

イ 入札保証金の納付を証する証票を持参し、要領第１８条第２項に規定する参加資格の確認の

際に入札執行者に提示する。 

（３）上記（１）のアに該当する場合の免除の方法は、次のとおりとする。 

ア 提出方法 

     原則として保険証券を入札場所に持参する。 

イ 提出期限 

     平成３０年３月２日（金） 午前１０時００分まで（入札開始前まで。） 

（４）上記（１）のイに該当する場合の免除方法は、次のとおりとする。 

ア 平成２７年４月１日から公告の日までに国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体（出

資法人を含む。）と要領第５条第３号に定める契約を締結し、かつ、履行した下水道施設維持

管理業務委託契約（単体企業又は共同企業体の代表構成員としての委託実績に限る。）につい

て、その契約書の写し及び完了検査結果通知等履行を証明するものの写しを一般競争参加資格

確認申請書に添付すること。 



イ 当公社と締結し履行した業務委託については、履行を証明するものの写しを省略すること 

ができる。 

（５）入札保証金は、入札の終了後に還付する。 

なお、落札者がその責めに帰すべき理由により契約を締結しないときは、落札者に係る当該入

札保証金は還付しない。 

 

11 支払い方法 

確認検査終了後、毎月精算 

 

12 この公告に関する問い合わせ先 

公益財団法人埼玉県下水道公社 本社 担当 総務課 鵜澤、技術課 岩﨑 

電話番号 ０４８－８３８－８５８５ 

ＦＡＸ番号０４８－８３８－８５８９ 

 

13 その他 

本件入札については、公社ホームページからダウンロードすることにより入手することができる。 

 

  公益財団法人埼玉県下水道公社ホームページ     http://www.saitama-swg.or.jp/ 

 


